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１ 目的 

この基準は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成 27 年法律第 53 号）（以下

「法律」という。）、横浜市生活環境の保全等に関する条例（平成 14年 12 月条例第 58 号）（以下「条

例」という。）、脱炭素・地球温暖化対策行動宣言（令和４年７月全国知事会）及び地球温暖化対策計

画（令和７年２月閣議決定）に基づき、横浜市が整備する公共建築物に求められる環境配慮の基準を

定め、環境への負荷の低減及び周辺環境の保全に配慮した公共建築物の整備を推進することを目的と

する。 

また、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平

成 22 年法律第 36 号）第 12 条第１項の規定に基づき、横浜市建築物における木材の利用の促進に関

する方針（令和４年４月）により、木材の利用の促進を図るため、公共建築物における木材の利用の

目標値を定める。 

 

２ 基本事項 

(1)  基本方針 

法律第５条及び条例第 141 条の２に基づき、横浜市は、公共建築物の建築に際し、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上及び環境への負荷の低減を図るために、適切な措置を講ずることとする。 

 

(2)  配慮すべき事項 

公共建築物の建築に際し、環境への負荷低減を図るための措置について配慮すべき事項について

は、建築物環境配慮指針（平成 17年３月 15 日横浜市告示第 85 号）に定めるものとする。 

 

(3)  公共建築物における環境配慮の基準 

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成 28年経済産業省・国土交通省令第１号）

（以下、「基準省令」という。）に基づき次のとおりとする。 

なお、新築する場合においては、高い省エネルギー性能を確保するため、ZEB Ready の認証取得

に努めること。 

ア 建築物のエネルギー消費性能 

(ｱ) 新築する場合（増築で既存建築物と別棟を建築する場合を含む。） 

原則として、基準省令に基づく設計一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を

除く。また、再生可能エネルギーに伴う一次エネルギー消費量の削減分を含めない。）の値

が、基準省令に基づく用途に応じてそれぞれ次の値以下となること。 

ただし、延べ面積が 300 ㎡未満の施設を除く。 



ａ 事務所等、学校等、工場等 

基準省令に基づく基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）の

値に 0.5 を乗じて得た値（ZEB Ready） 

    ｂ 住宅（市営住宅等） 

基準省令に基づく基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）の

値に 0.8 を乗じて得た値（ZEH 水準） 

ｃ その他の施設（ａ及びｂ以外） 

基準省令に基づく基準一次エネルギー消費量（その他一次エネルギー消費量を除く。）の

値に 0.5 を乗じて得た値。（ZEB Ready）ただし、用途の特殊性等によって達成が困難と判断さ

れる場合は 0.7 とする。 

(ｲ) (ｱ)以外 

省エネ性能向上のための措置を講ずること。 

 

イ 横浜市建築物環境配慮制度（CASBEE 横浜） 

(ｱ) 主要な施設※（市庁舎、区庁舎等） 

Ａランクとなること。（令和４年基準のＳランク相当） 

   ※大規模（概ね 10,000 ㎡以上）で不特定多数の市民が利用する施設 

(ｲ) その他の施設（延べ面積が 300 ㎡以上） 

Ｂ＋ランクとなること。（令和４年基準のＡランク相当） 

(ｳ) 次に該当する場合は、(ｱ)及び(ｲ)を適用しないものとする。 

ａ 増築の場合 

ｂ 工場等 

ｃ 上記(ｱ)及び(ｲ)のほか、特殊な機能を有する公共建築物 

 

ウ 木材使用量 

(ｱ) 新築・増築する場合、以下に定める量の木材を使用すること。 

     ａ 学校等、住宅（市営住宅等）：0.01（ｍ3／ｍ2） 

      ｂ 市民利用施設（区庁舎、図書館、地区センター、ケアプラザ、コミュニティハウス及び児 

童福祉施設等）：0.008（ｍ3／ｍ2） 

      ｃ その他の施設（ａ及びｂ以外）：0.005（ｍ3／ｍ2） 

(ｲ) 次に該当する用途の部分及び建築物については、木材使用量（ｍ3／ｍ2）算定の際の対象床面

積に算入しないものとする。 

     ａ 建築基準法等の法令や施設の設置基準などにより、木造・木質化が困難な施設 

     ｂ 施設の用途や保安、維持管理などの特殊性により、木造・木質化が困難な施設 

     ｃ その他、木造・木質化に困難な理由があるもの 

 

３ 適用日 

この基準は、令和８年８月 10 日以降に設計に着手するものから適用する。 


